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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年４月期第１四半期 1,348 － 237 － 201 － 175 －

2025年４月期第１四半期 － － － － － － － －

（注）包括利益 2026年４月期第１四半期 175百万円（－％） 2025年４月期第１四半期 －百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年４月期第１四半期 161.57 161.57

2025年４月期第１四半期 － －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年４月期第１四半期 13,516 4,787 35.4

2025年４月期 12,235 4,269 34.9

（参考）自己資本 2026年４月期第１四半期 4,787百万円 2025年４月期 4,269百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年４月期 － 0.00 － 50.00 50.00

2026年４月期 －

2026年４月期（予想） 0.00 － 78.00 78.00

１．2026年４月期第１四半期の連結業績（2025年５月１日～2025年７月31日）

（注）１．2025年４月期第１四半期においては、四半期連結財務諸表を作成していないため、2025年４月期第１四半期の

数値及び2026年４月期第１四半期の対前年同四半期増減率を記載しておりません。

２．当社株式は2025年７月29日付で名古屋証券取引所メイン市場に上場したため、2026年４月期第１四半期の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益については、新規上場日から2026年４月期第１四半期の末日までの平均株

価を期中平均株価とみなして算定しております。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,609 3.1 706 2.4 611 0.0 463 △43.3 388.90

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年４月期１Ｑ 1,261,100株 2025年４月期 1,086,000株

②  期末自己株式数 2026年４月期１Ｑ 7,500株 2025年４月期 7,500株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年４月期１Ｑ 1,085,567株 2025年４月期１Ｑ －株

３．2026年４月期の連結業績予想（2025年５月１日～2026年４月30日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

当社は年次での業務管理を行っておりますので、第2四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しております。

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）2025年４月期第１四半期においては、四半期連結財務諸表を作成していないため、2025年４月期第１四半
期の期中平均株式数は記載しておりません。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当た

っての注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．経営成績等の概況　（３）連結業績予想などの将来予測情報

に関する説明」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）

  　決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示するとともに、当社ウェブサイトに掲載いたします。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、インバウンド需要の増加や雇用・所得環境の改善など国内経

済活動の正常化が進んでいるものの、金融資本市場の変動、世界各国における紛争の長期化、物価上昇による個人

消費への影響など、当社グループを取り巻く社会経済環境の動向については注視していく必要がある状況でありま

す。

　このような状況のもと、開発セグメントにおいては都市型分譲マンション及び宅地分譲の積極的な企画・開発、

販売、ホテルセグメントにおいてはインバウンド対応を強化するなど各種の取り組みを推進してまいりました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績については、売上高1,348百万円、営業利益237百万円、経

常利益201百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益175百万円となりました。

　セグメントごとの経営成績については、以下のとおりであります。

（開発セグメント）

　インベストメント事業では、パルティール名西（名古屋市西区）計７戸、プログレッソ岐阜駅前（岐阜県岐阜

市）計４戸、パルティール高畑アネックス（名古屋市中川区）計12戸など合計24戸のパルティールマンションシリ

ーズを販売いたしました。

　ソリューション事業では、リベルタ豊山豊場（愛知県西春日井郡豊山町）計２区画、リベルタ堀之内Ⅳ（愛知県

海部郡大治町）計２区画、あま市下萱津池端（愛知県あま市七宝町）など合計９物件を販売いたしました。

　これらの結果、開発セグメントについては、売上高890百万円、セグメント利益125百万円となりました。

（ストックセグメント）

　マネジメント事業では、開発セグメントにおけるパルティールマンションシリーズの積極的な販売のもと、プロ

パティマネジメント及びビルメンテナンスなどを推進いたしました。

　レンタル事業では、貸会議室「タイムオフィス名古屋」において、アフターコロナからの回復基調の継続によっ

て利用時間の増加や稼働率の上昇が見られております。レンタルオフィス「オフィスプラス名古屋」「オフィスプ

ラス栄」においても、ワークプレイスの多様化に伴うレンタルオフィス需要の高まりを背景にいずれも稼働率の上

昇が見られております。

　これらの結果、ストックセグメントについては、売上高144百万円、セグメント利益51百万円となりました。

（ホテルセグメント）

　ビジネスホテル事業では、国内外の利用者に向けて、主要なＯＴＡ（オンライントラベルエージェント）へのリ

スティング広告の掲出やクーポン発行等によるインターネット媒体を活用した広告宣伝、付加価値の高い宿泊プラ

ンの販売、顧客サービスのクオリティ強化などを推進してまいりました。

　これらの結果、ホテルセグメントについては、売上高313百万円、セグメント利益60百万円となりました。

（２）当四半期の財政状態の概況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて1,281百万円増加の13,516百万円となりま

した。これは主に、流動資産のうち現金及び預金が1,303百万円及び仕掛販売用不動産が592百万円増加した一方、

販売用不動産が550百万円減少したことなどによるものであります。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて763百万円増加の8,729百万円となりまし

た。これは主に、流動負債のうち短期借入金が1,045百万円及び買掛金が272百万円増加した一方、未払法人税等が

215百万円減少、固定負債のうち長期借入金が137百万円減少したことなどによるものであります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて517百万円増加の4,787百万円となりま

した。これは主に、上場に伴う新株発行により資本金及び資本剰余金がそれぞれ179百万円増加したことなどによる

ものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2026年４月期の業績予想については、2025年７月29日公表の「名古屋証券取引所メイン市場への上場に伴う当社

決算情報等のお知らせ」から変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年４月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2025年７月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,919,008 3,222,893

売掛金 110,801 90,688

販売用不動産 2,209,007 1,658,164

仕掛販売用不動産 1,696,972 2,289,719

未成工事支出金 1,539 11

貯蔵品 3,841 3,924

その他 48,217 59,991

貸倒引当金 △1,282 △1,066

流動資産合計 5,988,104 7,324,326

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,481,702 2,442,727

機械装置及び運搬具（純額） 85,406 83,779

土地 2,806,944 2,806,944

その他 27,764 24,588

有形固定資産合計 5,401,819 5,358,040

無形固定資産

のれん 17,363 13,022

その他 21,240 20,917

無形固定資産合計 38,603 33,940

投資その他の資産

保険積立金 765,025 758,480

その他 42,129 42,169

投資その他の資産合計 807,155 800,650

固定資産合計 6,247,578 6,192,630

資産合計 12,235,682 13,516,957

負債の部

流動負債

買掛金 15,400 287,760

短期借入金 690,000 1,735,001

１年内償還予定の社債 156,000 156,000

１年内返済予定の長期借入金 988,220 979,880

未払法人税等 294,976 79,544

契約負債 34,103 15,017

賞与引当金 － 7,271

役員賞与引当金 － 5,630

その他 457,842 310,609

流動負債合計 2,636,542 3,576,713

固定負債

社債 206,000 166,000

長期借入金 4,405,744 4,267,944

繰延税金負債 228,840 228,840

役員退職慰労引当金 238,594 239,869

退職給付に係る負債 31,169 32,749

資産除去債務 88,726 88,826

その他 130,887 128,912

固定負債合計 5,329,961 5,153,142

負債合計 7,966,503 8,729,856

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年４月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2025年７月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 99,000 297,225

資本剰余金 55,400 253,625

利益剰余金 4,124,154 4,245,626

自己株式 △9,375 △9,375

株主資本合計 4,269,179 4,787,101

純資産合計 4,269,179 4,787,101

負債純資産合計 12,235,682 13,516,957
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年５月１日

至　2025年７月31日）

売上高 1,348,646

売上原価 895,288

売上総利益 453,357

販売費及び一般管理費 216,223

営業利益 237,134

営業外収益

受取利息及び配当金 5

助成金収入 574

受取手数料 884

その他 1

営業外収益合計 1,464

営業外費用

支払利息 21,676

上場関連費用 10,750

株式交付費 4,099

支払手数料 1,002

営業外費用合計 37,529

経常利益 201,069

特別利益

固定資産売却益 84

保険解約返戻金 48,978

特別利益合計 49,062

税金等調整前四半期純利益 250,132

法人税等 74,735

四半期純利益 175,397

親会社株主に帰属する四半期純利益 175,397

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年５月１日

至　2025年７月31日）

四半期純利益 175,397

四半期包括利益 175,397

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 175,397

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（単位：千円）

報告セグメント
四半期連結損益計算書

計上額
（注）１

開発
セグメント

ストック
セグメント

ホテル
セグメント

計

売上高

不動産販売 860,009 － － 860,009 860,009

手数料収入 7,933 84,637 － 92,571 92,571

ホテル収入 － － 313,217 313,217 313,217

顧客との契約から生じる収益 867,942 84,637 313,217 1,265,798 1,265,798

その他の収益（注）２ 23,001 59,847 － 82,848 82,848

外部顧客への売上高 890,944 144,485 313,217 1,348,646 1,348,646

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 890,944 144,485 313,217 1,348,646 1,348,646

セグメント利益 125,159 51,304 60,670 237,134 237,134

（セグメント情報等の注記）

当第１四半期連結累計期間（自　2025年５月１日　至　2025年７月31日）

報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる賃貸収入でありま

す。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当社は、2025年７月29日付で名古屋証券取引所メイン市場に上場いたしました。上場にあたり、2025年７月28日を

払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株式150,000株の発行により、資本金

及び資本剰余金がそれぞれ179,400千円増加しております。

　その他、新株予約権の行使による増加も含めた結果、当第１四半期連結会計期間末において資本金が297,225千

円、資本剰余金が253,625千円となっております。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年５月１日

至　2025年７月31日）

減価償却費 43,916千円

のれんの償却額 4,340

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。
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